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第35期（決算日：2017年６月12日） 
 

 
 
 
 
 
 

 
受益者のみなさまへ 

 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、お手持ちの「日本株バリュー・ファンド」は、

去る６月12日に第35期の決算を行いました。ここに

謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 2019年12月10日まで（2000年３月31日設定）

運用方針 

RUSSELL/NOMURA Large Cap Valueインデック
スをベンチマークとし、中長期的に同指数を
上回る投資成果をめざして運用を行います。
主としてマザーファンドを通じて、わが国の
大型・中型株式の中から、企業の収益力や資
産価値等から判断して、株価が割安に放置さ
れていると思われる銘柄を厳選して投資しま
す。株式の実質組入比率は、原則として高位
を維持します。 

主要運用対象 

ベ ビ ー 
ファンド 

日本株バリュー・ファンド・マ
ザーファンド受益証券を主要投
資対象とします。このほか、当
ファンドで直接投資することが
あります。 

マ ザ ー 
ファンド 

わが国の株式を主要投資対象と
します。 

主な組入制限 

ベ ビ ー 
ファンド 

株式への実質投資割合に制限を
設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。

マ ザ ー 
ファンド 

株式への投資割合に制限を設け
ません。 
外貨建資産への投資は行いません。

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

355012 



品 名：01_90003_355012_035_02_日本株バリュー・ファンド_680368.docx 

日 時：2017/7/14 9:14:00 

ページ：1 

 

― 1 ― 

日本株バリュー・ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 RUSSELL/NOMURA Large Cap Value

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 率

インデックス
期 中
騰 落 率

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

31期(2015年６月10日) 12,352 1,100 20.4 723.70 19.5 95.3 － 2,120

32期(2015年12月10日) 11,265 0 △ 8.8 665.64 △ 8.0 98.9 － 2,204

33期(2016年６月10日) 8,779 0 △22.1 533.17 △19.9 97.8 － 1,668

34期(2016年12月12日) 10,817 150 24.9 670.25 25.7 98.8 － 1,944

35期(2017年６月12日) 10,903 50 1.3 654.63 △ 2.3 96.6 － 1,677
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 
（注） RUSSELL/NOMURA Large Cap Valueインデックスは、RUSSELL/NOMURA 日本株インデックスを構成するインデックスの一つです。 

RUSSELL/NOMURA Large Capインデックスは、わが国の全金融商品取引所全上場銘柄の全時価総額（時価総額は全て安定持株控除後）の
98％超をカバーするRUSSELL/NOMURA Total Marketインデックスのうち、時価総額上位約85％の銘柄により構成されています。
RUSSELL/NOMURA Large Capインデックスのうち低修正PBR銘柄により構成されるインデックスがRUSSELL/NOMURA Large Cap Valueイン
デックスです。 
RUSSELL/NOMURA 日本株インデックスは、Russell Investmentsと野村證券株式会社が作成している株価指数で、当該指数に関する一切
の知的財産権その他一切の権利はRussell Investmentsと野村證券株式会社に帰属します。また、Russell Investmentsと野村證券株式
会社は、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負うものではありません。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 RUSSELL/NOMURA Large Cap Value 株   式 

組 入 比 率 
株   式
先 物 比 率 騰 落 率 インデックス 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％

2016年12月12日 10,817 － 670.25 － 98.8 －

12月末 10,595 △2.1 654.70 △2.3 98.7 －

2017年１月末 10,652 △1.5 654.77 △2.3 98.9 －

２月末 10,775 △0.4 659.50 △1.6 98.6 －

３月末 10,661 △1.4 639.52 △4.6 97.8 －

４月末 10,729 △0.8 643.27 △4.0 97.6 －

５月末 10,834 0.2 642.04 △4.2 96.9 －

(期  末)   

2017年６月12日 10,953 1.3 654.63 △2.3 96.6 －
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 
（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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・ 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンドの

運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

・ 実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なり、ま

た、ファンドの購入価額により課税条件も異なるため、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留意くださ

い。

運用経過

当期中の基準価額等の推移について （第35期：2016/12/13～2017/６/12）

基準価額の主な変動要因

基準価額の動き 基準価額は期首に比べ1.3％（分配金再投資ベース）の上昇となりました。

ベンチマークとの差異
ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率（－2.3％）を3.6％
上回りました。

上昇要因 組入銘柄の株価上昇が、基準価額の上昇要因になりました。

下落要因
トランプ米大統領の政策執行への懸念や北朝鮮によるミサイル発射、フラ
ンス大統領選挙への警戒感の高まりなどを背景に、国内株式市況が下落し
たことが、基準価額の下落要因となりました。

第35期首：10,817円
第35期末：10,903円

（既払分配金 50円）
騰落率 ： 1.3％

（分配金再投資ベース）
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日本株バリュー・ファンド
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投資環境について （第35期：2016/12/13～2017/６/12）

◎国内株式市況
・期首から2017年３月上旬にかけては、トランプ米大統領による大規模減税などへの期待
が高まる一方、それまでの円安・米ドル高傾向が一服したことなどから、国内株式市況
は一進一退の展開となりました。

・３月中旬から４月中旬にかけては、オバマケア代替案について共和党内で調整が難航し
ているとの報道を受けてトランプ米大統領の政策執行に対する懸念が高まったこと、北
朝鮮によるミサイル発射を契機に地政学リスクが高まったこと、フランス大統領選挙で
反欧州連合（ＥＵ）を掲げるルペン候補への警戒感が高まったことなどを背景に、国内
株式市況は下落しました。

・４月下旬から期末にかけては、地政学リスクが後退したことやフランス大統領に親ＥＵ
派のマクロン氏が当選したことに加え、米国での予算成立や堅調な国内企業業績の発表
などを背景に、国内株式市況は大きく上昇しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

＜日本株バリュー・ファンド＞
・日本株バリュー・ファンド・マザーファンド受益証券を通じてわが国の株式に投資して
います。株式の実質組入比率は運用の基本方針にしたがい高水準を維持しました。

＜日本株バリュー・ファンド・マザーファンド＞
　基準価額は期首に比べ2.1％の上昇となりました。

・RUSSELL/NOMURA Large Cap Valueインデックスの銘柄群の中から割安と判断される銘柄
に厳選して投資することにより、値上がり益の獲得をめざし、銘柄選定を行いました。
また、組入銘柄・組入比率は、保有している不動産等の含み損益を考慮した独自の修正
株価純資産倍率（ＰＢＲ）を基にセクター内比較等を行い、その上で、経営陣が保有資
産の価値を最大化しようとしているかや同一業種内における企業の優位性等の定性面の
評価などを総合的に考慮して決定しました。

・組入銘柄数は概ね40銘柄程度で推移させました。株価水準と企業の競争力や業績の変化
などを勘案し、より割安と判断される銘柄への入れ替えを機動的・継続的に行いまし
た。当期では、リコーや飯田グループホールディングスなど５銘柄を新規に組み入れま
した。また、ヤマダ電機や三菱地所など７銘柄を全株売却しました。

― 3 ―
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（ご参考）
組入上位10業種
期首（2016年12月12日） 期末（2017年６月12日）

（注） 比率は現物株式評価額に対する割合です。

当該投資信託のベンチマークとの差異について

＜日本株バリュー・ファンド＞
・ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率
（－2.3％）を3.6％上回りました。

・実質的な運用を行っているマザーファンドにおい
て、ベンチマークを4.4％上回ったことによるも
のです。

＜日本株バリュー・ファンド・マザーファンド＞
・ファンドの騰落率は、ベンチマーク（RUSSELL/
NOMURA Large Cap Valueインデックス）の騰落
率（－2.3％）を4.4％上回りました。パフォー
マンスに寄与または影響した主な要因は以下の
通りです。

（プラス要因）
◎業種
・情報・通信業：修正ＰＢＲの面から割安感が強いと判断し期首からオーバーウェイトと
していた当セクターがベンチマーク対比で堅調に推移しプラスに寄与。

◎銘柄
・スズキ：軽自動車など小型車開発に強み。インド市場の構造的な成長持続と新モデル投
入によるシェア向上などに期待し、期首よりオーバーウェイト。新車投入の効果などに
よりインドでの販売が好調に推移したことなどから株価は堅調に推移しプラスに寄与。

・ ファンドの騰落率は分配金込みで計算しています。

― 4 ―
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【分配原資の内訳】 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項目
第35期

2016年12月13日～2017年６月12日

当期分配金 50　

（対基準価額比率） 0.456％

当期の収益 50　

当期の収益以外 －　

翌期繰越分配対象額 4,345　

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率と

は異なります。

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

日本株バリュー・ファンド
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（マイナス要因）
◎業種
・その他製品：修正ＰＢＲの面から割安感が乏しいと判断し期首からアンダーウェイトと
していた当セクターがベンチマーク対比で堅調に推移しマイナスに影響。

◎銘柄
・富士フイルムホールディングス：デジタルカメラや複写機など幅広く事業を展開。デジ
タルカメラの販売増加による収益性改善や電子材料の堅調な売上などに期待し期首より
オーバーウェイト。海外子会社における不正会計問題などにより、決算発表が延期され
たことなどが株価に反映されマイナスに影響。

分配金について

収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次
表の通りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきまして
は、信託財産中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

― 5 ―
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今後の運用方針

＜日本株バリュー・ファンド＞
◎今後の運用方針
・日本株バリュー・ファンド・マザーファンド受益証券の組入比率は、高水準を維持する
方針です。国内株式の実質組入比率についても、概ね90％以上の水準を維持する方針で
す。

＜日本株バリュー・ファンド・マザーファンド＞
◎運用環境の見通し
・東証第一部上場企業（３月期決算企業、除く金融）の2017年３月期決算は、円高の影響
によって輸送用機器や電気機器などの業種が減益となりましたが、商品市況の底打ちに
よって卸売業や石油・石炭製品などの業種が増益となりました。2018年３月期の会社予
想利益は、増収、増益が見込まれています。半導体業界の旺盛な設備投資などを背景に
電気機器や機械などの業種で比較的高い増益率が予想されています。２桁増益を見込む
市場予想に対しては低い増益率にとどまっていますが、会社予想は例年保守的であり、
十分上振れが期待できると考えています。国内外の景気が底堅く推移していることなど
から当面の国内株式市況は堅調に推移するとの見方を継続します。

◎今後の運用方針
・国内株式の組入比率については、90％以上の水準を維持する方針です。組入銘柄につい
ては、実質的なＰＢＲが割安で時価総額が大きい銘柄群の中から選択を行う方針です。

・企業の本質的価値を見極め、より割安と判断できる個別銘柄を選択したうえで、ベンチ
マークを中長期的に上回る投資成果をめざして運用を行います。

― 6 ―
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日本株バリュー・ファンド

○１万口当たりの費用明細 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 87   0.814  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） (41)  (0.380) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (41)  (0.380) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 6)  (0.054) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（b） 売 買 委 託 手 数 料 11   0.098  (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 株  式 ） (11)  (0.098)  

（c） そ の 他 費 用 0   0.001  (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.001) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 合 計 98   0.913   

期中の平均基準価額は、10,707円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを

含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円
日本株バリュー・ファンド・マザーファンド 21,688 58,908 139,008 378,491

 
 
 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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○株式売買比率 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

 

項 目 
当 期 

日本株バリュー・ファンド・マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 9,876,493千円
(b) 期中の平均組入株式時価総額 7,724,238千円

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.27  
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

 

＜日本株バリュー・ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜日本株バリュー・ファンド・マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 4,059 1,151 28.4 5,816 2,748 47.2

平均保有割合 23.0%   
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

 

＜日本株バリュー・ファンド・マザーファンド＞ 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円
株式 － 23 594 

 
 
 

  

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 
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項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 1,779千円
うち利害関係人への支払額（B） 724千円

（B）／（A） 40.7％  
 

（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2017年６月12日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円

日本株バリュー・ファンド・マザーファンド 720,298 602,977 1,660,842
 
 
 

マザーファンドの組入資産の明細につきましては、マザーファンド頁をご参照ください。 

 

○投資信託財産の構成 (2017年６月12日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

日本株バリュー・ファンド・マザーファンド 1,660,842 97.1

コール・ローン等、その他 49,805 2.9

投資信託財産総額 1,710,647 100.0
 
 
 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年６月12日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 1,710,647,422  

 コール・ローン等 41,785,979  

 日本株バリュー・ファンド・マザーファンド(評価額) 1,660,842,429  

 未収入金 8,019,014  

(B) 負債 33,283,333  

 未払収益分配金 7,692,188  

 未払解約金 10,850,468  

 未払信託報酬 14,715,156  

 未払利息 76  

 その他未払費用 25,445  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,677,364,089  

 元本 1,538,437,720  

 次期繰越損益金 138,926,369  

(D) 受益権総口数 1,538,437,720口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,903円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 1,797,465,441円 

期中追加設定元本額 70,503,008円 

期中一部解約元本額 329,530,729円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.0903円です。 

○損益の状況 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 △      2,741  

 受取利息 57  

 支払利息 △      2,798  

(B) 有価証券売買損益 35,544,545  

 売買益 40,069,423  

 売買損 △  4,524,878  

(C) 信託報酬等 △ 14,740,601  

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 20,801,203  

(E) 前期繰越損益金 △ 87,826,180  

(F) 追加信託差損益金 213,643,534  

 (配当等相当額) (  554,459,188) 

 (売買損益相当額) (△340,815,654) 

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 146,618,557  

(H) 収益分配金 △  7,692,188  

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 138,926,369  

 追加信託差損益金 213,643,534  

 (配当等相当額) (  554,577,430) 

 (売買損益相当額) (△340,933,896) 

 分配準備積立金 113,960,342  

 繰越損益金 △188,677,507  
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

②分配金の計算過程 

項 目 
2016年12月13日～ 
2017年６月12日 

費用控除後の配当等収益額 12,220,328円

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円

収益調整金額 554,577,430円

分配準備積立金額 109,432,202円

当ファンドの分配対象収益額 676,229,960円

１万口当たり収益分配対象額 4,395円

１万口当たり分配金額 50円

収益分配金金額 7,692,188円
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 50円
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2017年６月12日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 RUSSELL/NOMURA Large Cap Value

株   式
組 入 比 率

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額 

期 中
騰 落 率

インデックス
期 中
騰 落 率

 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

30期(2015年６月10日) 29,619 21.1 723.70 19.5 97.9 － 8,112

31期(2015年12月10日) 27,272 △ 7.9 665.64 △ 8.0 99.2 － 7,238

32期(2016年６月10日) 21,402 △21.5 533.17 △19.9 98.0 － 6,593

33期(2016年12月12日) 26,975 26.0 670.25 25.7 98.9 － 8,740

34期(2017年６月12日) 27,544 2.1 654.63 △ 2.3 97.6 － 7,118
 

（注） RUSSELL/NOMURA Large Cap Valueインデックスは、RUSSELL/NOMURA 日本株インデックスを構成するインデックスの一つです。 

RUSSELL/NOMURA Large Capインデックスは、わが国の全金融商品取引所全上場銘柄の全時価総額（時価総額は全て安定持株控除後）の

98％超をカバーするRUSSELL/NOMURA Total Marketインデックスのうち、時価総額上位約85％の銘柄により構成されています。

RUSSELL/NOMURA Large Capインデックスのうち低修正PBR銘柄により構成されるインデックスがRUSSELL/NOMURA Large Cap Valueイン

デックスです。 

RUSSELL/NOMURA 日本株インデックスは、Russell Investmentsと野村證券株式会社が作成している株価指数で、当該指数に関する一切

の知的財産権その他一切の権利はRussell Investmentsと野村證券株式会社に帰属します。また、Russell Investmentsと野村證券株式

会社は、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負うものではありません。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 

  

日本株バリュー・ファンド・マザーファンド 

《第34期》決算日2017年６月12日 

[計算期間：2016年12月13日～2017年６月12日] 

「日本株バリュー・ファンド・マザーファンド」は、６月12日に第34期の決算を行いました。 

以下、法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの第34期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

運 用 方 針 

中長期的な信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行います。主として
わが国の大型･中型株式の中から、企業の収益力や資産価値等から判断して、株価が割
安に放置されていると思われる銘柄を厳選して投資することを基本とします。
RUSSELL/NOMURA Large Cap Valueインデックスをベンチマークとし、中長期的に同指数
を上回る投資成果をめざして運用を行います。株式の組入比率は、原則として高位を維
持します。 

主 要 運 用 対 象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 株式への投資割合に制限を設けません。外貨建資産への投資は行いません。 
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○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 RUSSELL/NOMURA Large Cap Value 株   式 

組 入 比 率 
株   式
先 物 比 率 騰 落 率 インデックス 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％

2016年12月12日 26,975 － 670.25 － 98.9 －

12月末 26,446 △2.0 654.70 △2.3 98.7 －

2017年１月末 26,627 △1.3 654.77 △2.3 99.1 －

２月末 26,973 △0.0 659.50 △1.6 98.8 －

３月末 26,718 △1.0 639.52 △4.6 98.1 －

４月末 26,920 △0.2 643.27 △4.0 97.9 －

５月末 27,228 0.9 642.04 △4.2 97.1 －

(期  末)   

2017年６月12日 27,544 2.1 654.63 △2.3 97.6 －
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○運用経過 
●当期中の基準価額等の推移について 

◎基準価額の動き 
基準価額は期首に比べ2.1％の上昇となりました。 

 

◎ベンチマークとの差異 
ファンドの騰落率は、ベンチマーク（RUSSELL/NOMURA 

Large Cap Valueインデックス）の騰落率（－2.3％）

を4.4％上回りました。 

 

  
（注） ベンチマークは期首の値をファンド基準価額と同一になるよ

う指数化しています。 

●投資環境について 

◎国内株式市況 
・ 期首から2017年３月上旬にかけては、トランプ

米大統領による大規模減税などへの期待が高ま

る一方、それまでの円安・米ドル高傾向が一服

したことなどから、国内株式市況は一進一退の

展開となりました。 

・ ３月中旬から４月中旬にかけては、オバマケア

代替案について共和党内で調整が難航している

との報道を受けてトランプ米大統領の政策執行

に対する懸念が高まったこと、北朝鮮によるミ

サイル発射を契機に地政学リスクが高まったこ

と、フランス大統領選挙で反欧州連合（ＥＵ）

を掲げるルペン候補への警戒感が高まったこと

などを背景に、国内株式市況は下落しました。 

・ ４月下旬から期末にかけては、地政学リスクが

後退したことやフランス大統領に親ＥＵ派のマ

クロン氏が当選したことに加え、米国での予算

成立や堅調な国内企業業績の発表などを背景に、

国内株式市況は大きく上昇しました。 
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●当該投資信託のポートフォリオについて 

・ RUSSELL/NOMURA Large Cap Valueインデックス

の銘柄群の中から割安と判断される銘柄に厳選

して投資することにより、値上がり益の獲得を

めざし、銘柄選定を行いました。また、組入銘

柄・組入比率は、保有している不動産等の含み

損益を考慮した独自の修正株価純資産倍率

（ＰＢＲ）を基にセクター内比較等を行い、その

上で、経営陣が保有資産の価値を最大化しよう

としているかや同一業種内における企業の優位

性等の定性面の評価などを総合的に考慮して決

定しました。 

・組入銘柄数は概ね40銘柄程度で推移させました。

株価水準と企業の競争力や業績の変化などを勘

案し、より割安と判断される銘柄への入れ替え

を機動的・継続的に行いました。当期では、リ

コーや飯田グループホールディングスなど５銘

柄を新規に組み入れました。また、ヤマダ電機

や三菱地所など７銘柄を全株売却しました。 

 

●当該投資信託のベンチマークとの差異について 

ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率

（－2.3％）を4.4％上回りました。パフォーマンス

に寄与または影響した主な要因は以下の通りです。 

 

（プラス要因） 

◎業種 

・ 情報・通信業：修正ＰＢＲの面から割安感が強

いと判断し期首からオーバーウェイトとしてい

た当セクターがベンチマーク対比で堅調に推移

しプラスに寄与。 

◎銘柄 

・ スズキ：軽自動車など小型車開発に強み。イン

ド市場の構造的な成長持続と新モデル投入によ

るシェア向上などに期待し、期首よりオーバー

ウェイト。新車投入の効果などによりインドで

の販売が好調に推移したことなどから株価は堅

調に推移しプラスに寄与。 

（マイナス要因） 

◎業種 
・ その他製品：修正ＰＢＲの面から割安感が乏し

いと判断し期首からアンダーウェイトとしてい
た当セクターがベンチマーク対比で堅調に推移
しマイナスに影響。 

◎銘柄 
・ 富士フイルムホールディングス：デジタルカメ

ラや複写機など幅広く事業を展開。デジタルカ
メラの販売増加による収益性改善や電子材料の
堅調な売上などに期待し期首よりオーバーウェ
イト。海外子会社における不正会計問題などに
より、決算発表が延期されたことなどが株価に
反映されマイナスに影響。 
 

○今後の運用方針 
◎運用環境の見通し 
・ 東証第一部上場企業（３月期決算企業、除く金

融）の2017年３月期決算は、円高の影響によっ
て輸送用機器や電気機器などの業種が減益とな
りましたが、商品市況の底打ちによって卸売業
や石油・石炭製品などの業種が増益となりまし
た。2018年３月期の会社予想利益は、増収、増
益が見込まれています。半導体業界の旺盛な設
備投資などを背景に電気機器や機械などの業種
で比較的高い増益率が予想されています。２桁
増益を見込む市場予想に対しては低い増益率に
とどまっていますが、会社予想は例年保守的で
あり、十分上振れが期待できると考えています。
国内外の景気が底堅く推移していることなどか
ら当面の国内株式市況は堅調に推移するとの見
方を継続します。 

 

◎今後の運用方針 
・ 国内株式の組入比率については、90％以上の水

準を維持する方針です。組入銘柄については、
実質的なＰＢＲが割安で時価総額が大きい銘柄
群の中から選択を行う方針です。 

・ 企業の本質的価値を見極め、より割安と判断で
きる個別銘柄を選択したうえで、ベンチマーク
を中長期的に上回る投資成果をめざして運用を
行います。  
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日本株バリュー・ファンド・マザーファンド

○１万口当たりの費用明細 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 売 買 委 託 手 数 料 26  0.099 (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 株  式 ） (26)  (0.099)  

 合 計 26   0.099   

期中の平均基準価額は、26,818円です。  

 
（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 
内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 2,288 4,059,583 4,674 5,816,909 

 
（注） 金額は受渡代金。 

 

○株式売買比率 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 9,876,493千円
(b) 期中の平均組入株式時価総額 7,724,238千円

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.27  
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

  

株式 
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日本株バリュー・ファンド・マザーファンド

○利害関係人との取引状況等 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 4,059 1,151 28.4 5,816 2,748 47.2

 
 
 

 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円
株式 － 23 594 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 7,747千円
うち利害関係人への支払額（B） 3,140千円

（B）／（A） 40.5％  
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 
 
  

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 
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日本株バリュー・ファンド・マザーファンド

○組入資産の明細 (2017年６月12日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

鉱業（1.1％）  

国際石油開発帝石 43.7 71.3 73,367

建設業（2.0％）  

積水ハウス 20 19.3 37,538

日揮 41.5 58.2 104,061

食料品（2.3％）  

コカ・コーラボトラーズジャパン 37.3 47.1 158,256

化学（5.0％）  

ＪＳＲ 24.7 － －

三菱ケミカルホールディングス 197.1 178.1 155,659

富士フイルムホールディングス 72.5 46.9 188,913

医薬品（2.9％）  

第一三共 － 85 203,915

大塚ホールディングス 34 － －

石油・石炭製品（2.8％）  

ＪＸＴＧホールディングス 142.4 398.7 195,761

ガラス・土石製品（2.4％）  

日本電気硝子 272 218 166,988

鉄鋼（1.4％）  

ジェイ エフ イー ホールディングス 135.3 50.7 95,442

非鉄金属（1.0％）  

住友金属鉱山 93 50 68,825

機械（1.8％）  

アマダホールディングス 72.4 69.6 89,296

三菱重工業 343 88 37,813

電気機器（12.3％）  

日立製作所 490 375 252,112

三菱電機 36.2 － －

日本電気 406 － －

ＴＤＫ 17.6 10.9 79,025

ローム 28.6 20.2 172,306

京セラ 22.5 29.3 187,344

リコー － 169.1 164,027

輸送用機器（12.6％）  

豊田自動織機 74.4 60.8 344,736

アイシン精機 40.8 20.7 116,748

本田技研工業 94.1 84.5 259,077 

 
銘 柄 

期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

スズキ 32.8 29.7 157,023

電気・ガス業（4.0％）   

中部電力 86.1 185.3 276,652

陸運業（3.3％）   

東海旅客鉄道 11.9 12.8 231,296

海運業（0.7％）   

日本郵船 834 229 46,716

情報・通信業（9.3％）   

ＴＩＳ － 67.6 212,602

日本テレビホールディングス 45.7 － －

日本電信電話 97.7 82.2 431,221

卸売業（5.9％）   

伊藤忠商事 207.4 130.5 209,517

三井物産 52.3 135.1 203,865

小売業（6.6％）   

セブン＆アイ・ホールディングス － 97.6 457,353

ヤマダ電機 640.6 － －

銀行業（9.6％）   

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 843.8 811.1 594,779

三井住友フィナンシャルグループ 72.6 8.9 37,878

千葉銀行 44 43 33,755

証券、商品先物取引業（1.4％）   

野村ホールディングス 432.1 139 95,270

保険業（6.2％）   

ＳＯＭＰＯホールディングス 70.6 89.2 391,498

Ｔ＆Ｄホールディングス 365.1 23.5 40,220

その他金融業（2.2％）   

クレディセゾン 74.2 71.6 156,302

不動産業（3.2％）   

飯田グループホールディングス － 87.3 163,600

三菱地所 89 － －

東京建物 78.5 36.8 56,524

合 計
株 数 ・ 金 額 6,817 4,431 6,947,294

銘柄数＜比率＞ 41 39 ＜97.6％＞
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

  

国内株式 
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日本株バリュー・ファンド・マザーファンド

○投資信託財産の構成 (2017年６月12日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

株式 6,947,294 97.4

コール・ローン等、その他 182,894 2.6

投資信託財産総額 7,130,188 100.0
 
 
 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年６月12日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 7,130,188,358  

 コール・ローン等 116,459,828  

 株式(評価額) 6,947,294,680  

 未収配当金 66,433,850  

(B) 負債 11,572,852  

 未払解約金 11,572,640  

 未払利息 212  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 7,118,615,506  

 元本 2,584,459,945  

 次期繰越損益金 4,534,155,561  

(D) 受益権総口数 2,584,459,945口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 27,544円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 3,240,077,935円 

期中追加設定元本額 74,742,929円 

期中一部解約元本額 730,360,919円 

また、１口当たり純資産額は、期末2.7544円です。 

○損益の状況 (2016年12月13日～2017年６月12日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 97,655,312  

 受取配当金 97,672,550  

 受取利息 544  

 その他収益金 2,710  

 支払利息 △       20,492  

(B) 有価証券売買損益 63,277,336  

 売買益 432,683,014  

 売買損 △  369,405,678  

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 160,932,648  

(D) 前期繰越損益金 5,499,983,635  

(E) 追加信託差損益金 127,693,357  

(F) 解約差損益金 △1,254,454,079  

(G) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 4,534,155,561  

 次期繰越損益金(Ｇ) 4,534,155,561  
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） (F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 

②期末における元本の内訳（当親投資信託を投資対象とする投資信託ごとの元本額） 

日本株バリュー・ファンド 602,977,937円 

日本株スタイル・ミックス・ファンド 138,645,811円 

三菱ＵＦＪ 日本株スタイル・ミックス・ファンドＦ（適格機関投資家限定） 16,237,734円 

日本株バリュー・ファンドＶＡ 21,806,447円 

＜ＤＣ＞日本株スタイル・ミックス・ファンド 1,804,792,016円 

合計 2,584,459,945円 
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